
 

 

2022/02/22 報告 

 

 

 

 

 

 

広島県における福祉避難所のモデルケース構築に関する支援調査 

 

フェーズ１ 報告： 

「広島県内行政と指定避難所からの福祉避難所の運営に関する 

アンケート調査より」 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

目次 

 

 

研究の目的 ............................................................................................................................... 1 

【調査概要】 ........................................................................................................................... 2 

【調査結果】 ........................................................................................................................... 3 

１．行政に対する調査 ......................................................................................................... 3 

1-1．福祉避難所開設の準備状況 ..................................................................................... 3 

1-2．福祉避難所の協定締結と自治体内の役割分担 ........................................................ 6 

1-3．福祉避難所の運営と支援の準備状況について ........................................................ 8 

２．施設に対する調査........................................................................................................... 11 

2-1．福祉避難所開設の受入れ準備について ................................................................. 12 

2-2．福祉避難所の運営に関する準備について ................................................................. 16 

2-3．要支援者の個別計画について ............................................................................... 19 

2-4．福祉避難所を運営する際の課題について ............................................................. 19 

【考察】 ................................................................................................................................ 21 

１．福祉避難所への受け入れ対象 ..................................................................................... 21 

２．対象地域における要支援者の把握 ............................................................................. 22 

３．福祉避難所の開設に関する課題 ................................................................................. 22 

４．行政と施設の連携 ....................................................................................................... 23 

５．福祉避難所開設のための訓練や研修 .......................................................................... 24 

【まとめ】 ............................................................................................................................. 25 



1 

 

研究の目的 
日本は災害大国であり、災害時に避難行動や生活に要支援となる住民を、包括的に支援

できる災害防災対策の実施が喫緊の課題である。今後、気候変動と共に災害が発生するこ

とは避けられない状況である。また、地域社会においては高齢者人口の増加や、地域の多

様性が広がり、地域での要支援者数が増加することも予想される。このような社会状況・

変化の中で、福祉避難所の果たす役割の明確化とその役割に対する期待は高まっていると

いえる。しかし、全国的に協定数が増加してゆくも、策定事項が災害時にはうまく実施で

きないケースが報告されている。そこでこの本研究では、広島県内における福祉避難所の

実態を把握することにより、以下の目的を達成できると考える。 

 

１．福祉避難所協定を結んでいる施設の災害への準備と対応に関する考察する 

２．市町村行政の支援・調整の在り方を考察する 

３．１．２．両者の調整を促進するための方策を考察し、その実証としてのモデルケース

構築を行う 

４．既存する運営マニュアルに関する検証と提言を行う 

 

本報告書は、目的①福祉避難所の協定締結をしている施設と行政担当部署へのアンケート

調査を実施し、広島県内における福祉避難所運営に関する実態とその背景にはどのような

状況が存在するのかをまず明らかにすること、に対する記載である。今後、質問票による

調査の結果を基に、②福祉避難所モデルケース構築、③福祉避難所運営を円滑にするチェ

ックリストの検証と提案、という３つのアプローチでの調査を実施することにより、福祉

避難所の開設準備・運営を行う際の課題の共有、その解決方法を具体的に可視化し、福祉

避難所運営に関する情報共有を、両者（行政側、施設側）にしてもらう予定である。ま

た、モデルケース構築し、それを提示することで、具体策を広く一般共有できる機会にな

ると捉えている。 
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【調査概要】 
質問紙調査は行政側と施設側の双方に対して実施した。行政に関しては、広島県内の全

23市町を対象とし、施設に関しては、ウェブサイトで福祉避難所としての施設名を公開し

ている自治体13市町1の全ての施設を対象とした。実施は2021年1月末に質問紙を郵送し、

2月中に返送を依頼した。 

質問内容については、行政用は福祉避難所の開設準備の状況と協定締結に係る自治体内

での役割分担や多団体との連携、福祉避難所運営と支援の準備状況について明らかにする

ことを目的として、内閣府のガイドライン項目及び実態調査2を参考にして質問票を作成し

た。具体的な質問項目は、受入対象として重点的に取り組むべき要支援者の想定、名の作

成状況や個別計画、福祉避難所の必要数の把握、福祉避難所の選定に関する課題等であ

る。また、福祉避難所の協定締結について、提携数や自治体内での担当課、該当施設との

連携、関連団体との連携についての回答も設定した。 

施設への質問内容に関しては竹葉ら（2009）3の質問項目を参考にして、福祉避難所の

受入準備に関する設備や備蓄に関するもの、運営に関する研修や訓練の有無についての回

答を依頼した。 

 

 

1 2020 年 12 月時点 

2 内閣府（2016）「福祉避難所設置・運営に関する新ガイドライン（案）」

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/1604hinanjo_hukushi_guideline.pdf 

内閣府（2015）「福祉避難所の運営等に関する実態調査（福祉避難所設置等の管理者ア

ンケート調査）結果報告」 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/fukushi_kekkahoukoku_150331.pdf 

3 竹葉勝重、大西一嘉（2009）「災害時の福祉避難所の全国的な整備状況に関する研究」

地域安全学会論文集 No.11, p.207-114 
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【調査結果】 

１．行政に対する調査 
対象となった自治体は、広島県内の 23 市町である。 

回収されたアンケートは 17 件、回収率は 73.9％であった。 

1-1．福祉避難所開設の準備状況 
 行政側が重点的に取り組むべきと考えている要支援者については、全ての自治体（17

件）が「障害者」を挙げており、次に「要介護認定 3又は 4以上」が 16 件（94.1％）で

あり、「高齢者」を挙げたのが 11 件（64.7％）、「特定疾患・難病者」５件（29.4%）、

「乳幼児・妊産婦」2件（11.8％）であった。一部自治体が支援対象として挙げている、

「外国人 4」に関しては、回答が無かった（図１参照）。 

 

図１．行政側が優先的に取り組むべきと考えている要支援者（上位３つ） 

 

4兵庫県災害時擁護者支援指針に「外国人」が挙げられているが、内閣府のガイドラインに

は記載されていない。 
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⑤乳幼児・妊産婦

④特定疾患・難病者
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②要介護認定3又は4以上

①高齢者
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 災害時の要支援者の人数を想定し、把握しているかという問いに対しては、「十分」又

は「やや十分」と回答したのが合計で 8 件（50.0％）、「どちらともいえない」は４件

（23.5％）、「やや不十分」「不十分」の合計が 5 件（29.4％）と自治体によって状況が

分かれた。しかし、人数の把握は不十分という回答もあったが、17 の自治体すべてが要支

援者名簿の作成については「作成済み」であると回答しており、把握している範囲での名

簿作成が実施されていることが明らかとなった。 

 要支援者名簿を作成している場合、どのような名簿を作成しているかという問いについ

ては、17 件全ての自治体が「要介護認定 3又は 4以上」と「障害者」と回答した。次に

「高齢者」を挙げたのが 14件（82.4％）、「特定疾患・難病者」は 2 件（11.8%）であっ

た（図２参照）。名簿作成に関して、優先順位別にみると、1位を「高齢者」とした自治

体は 12 件、「要介護認定 3又は 4以上」を 1 位とした自治体は６件であった。また、順

位をつけずに 3 つを選択した自治体は 3 件であった。優先順位の 3位までの選択回答であ

ったためか、「乳幼児・妊産婦」と「外国人」の選択は無かった。 

 

 

図 2．要支援者の名簿を作成している場合の名簿の種類（上位３つ） 
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 要支援者名簿の作成の課題として、「地域コミュニティとの連携がとれない」が 5 件

（29.4％）、次に「作成人員の不足」、「関係機関と連携が取れない」、「対象者から理

解を得られない」という回答が同数で 4 件（23.5％）、「個人情報の兼ね合いで作成でき

ない」と「対象者が把握できない」が 3 件（17.6％）という結果となった。また、その他

に「対象者に登録希望の案内を送付しても回答を得られない」、「高齢者は世帯状況も加

味しているが、マンションの戸別調査ができない」、「更新作業が煩雑である」という回

答もあった。 

 要支援者の個別計画については、「作成を進めている」のが 12件（70.6％）、「作成を

進める予定」が 5件（29.4％）となっており、個別計画の必要性があっても着手できてい

ない、又は必要性はないと考えている自治体は無かった。 

 

 福祉避難所の開設にあたり、重視すべき条件に関しては、13 件（76.5％）の自治体が、

「建物・設備のバリアフリー化」、12 件（70.6％）が「施設常勤職員の有無」を選択し

た。また、次に多かったのは「十分な生活スペースが確保できる広さ」で 8 件（47.1％）

であった（図３参照）。また、その他の 2件は、「災害リスクが低い」「安全な区域に立

地している」という回答であった。 

 

図 3． 福祉避難所の開設にあたり重視すべき条件（３つまで） 
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災害時に必要な福祉避難所の数を把握しているかという問いに対しては、「どちらとも

いえない」を選択した自治体が 7件（41.2％）であり、「十分」及び「やや十分」の合計

が 3件（17.6％）、「不十分である」が 3件（17.6％）となった。 

福祉避難所の選定に関する課題について多かったのは設備や場所の問題であり、「適切

な設備のある施設がない」が 9 件（52.9％）、「災害リスクの小さい場所が無い」及び

「人員の確保ができない」が 8 件（47.1％）であった。また、「適切な大きさの施設がな

い」と「施設側の理解が得られない」は 4件（23.5％）であった（図４参照）。 

 

 

図４．福祉避難所の選定に関する課題 

 

1-2．福祉避難所の協定締結と自治体内の役割分担 
 自治体内での協定締結については、全ての業務を一つの部署で担当している自治体が 10

件（58.8％）、主担当の部署と他の部署で役割分担をしているのは 5 件であった。主担当

の担当部署は自治体によって防災課、危機管理課、社会福祉課など、異なる部局が担って

いた。また、複数の部局を主担当としている自治体もあった。 
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福祉避難所となる施設との連携については、8件（47.1％）が「十分」または「やや十

分」と回答し、「どちらともいえない」、「不十分」であると回答した 4件（23.5％）で

あった（表２参照）。 

福祉避難所となる施設との連携がとれない理由については、災害時を想定した対応につ

いて十分な協議が出来ていない事や、運用方法が確立されていない、実際の運用に関して

課題等の理由が挙げられた（表３参照）。 

 

表 2．福祉避難所となる施設との連携はとれているか  

①十分 1 5.9% 
②やや十分 7 41.2% 
③どちらともいえない 4 23.5% 
④やや不十分 0 0.0% 
⑤不十分である 4 23.5% 
⑥その他 0 0.0% 

 

表３．福祉連絡所となる施設と連携がとれない理由 

・災害時を想定した対応について、十分な協議ができているとは言えな

い 

・災害時の運用方法が確立できていない 

・実運用について市内部でも課題を抱えており、施設と十分な連携が取

れていない。 

・市行政、市社協、指定施設が一体的に行動できる体制となっていな
い。 

・利用実績がない施設もある為 
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他の関連団体への交渉・連携の部署に関しては、福祉避難所の主担当部署が全て行って

いる自治体が６件であった。その他の自治体は、社会福祉協議会や障害者団体は福祉課、

医療機関は保健課といった、それぞれ通常業務で関連している部署が担当していた。 

他の関連団体との連携については、「やや十分」と回答したのが 2件（11.8％）のみで

あり、11 件（64.7％）が「どちらとも言えない」、3件が「やや不十分」又は「不十分で

ある」と回答した。連携がとれない理由は 3 件のみ回答されており、主担当が全ての団体

との連携や交渉を行っている自治体の意見として「他団体と普段からの関わり合いがない

ため連携しづらい」という回答あった（表４参照）。 

      

表３．他の関連団体との連携はとれているか 
①十分 0 0.0% 

②やや十分 2 11.8% 
③どちらともいえない 11 64.7% 

④やや不十分 2 11.8% 
⑤不十分である 1 5.9% 
⑥その他 0 0.0% 

 

表４．多団体との連携がとれない理由 

・各団体と福祉避難所の担当課と普段からのかかわりがないため連携しづらい 

・可能な範囲において、情報共有及び連携はできているが、「十分な連携」と

いえるかどうか不明である 

・災害時の運用方法が確立できていない 

 

1-3．福祉避難所の運営と支援の準備状況について 
 自治体内での災害時の要支援者支援班の設定については 5 件（29.4％）が設定していた

が、9 件（52.9％）が設定していないを選択した。また、福祉避難所の運営マニュアルの
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有無については、5 件（29.4％）が「既にある」、1 件（5.9％）は「作成中」、5 件が

「今後作成する予定」としていたが、5 件については未定であった。 

要支援者の受け入れについて、協定内容に含まれているものとして、「福祉避難所へ直

接避難してもよい」を選択したのは２件（11.8％）、「福祉避難所への直接避難の受入れ

はしない」は 11件（64.7％）であった。 

福祉避難所に関する訓練や研修の実施に関しては、未定である自治体が多かった（表５

参照）。研修に関しては「今後、予定がある」のが 1件（5.9％）、「未定」が 13件

（76.5％）であった。また訓練については、「自治体内で行っている」及び「福祉訓練所

や関連機関と連携して行っている」のがそれぞれ 1 件（5.9％）ずつであり、「未定」が

12件（70.6％）、「行う予定がない」は 2件（11.8％）であった。 

 

表５．福祉避難所に関する研修と訓練を実施しているか 
  研修  訓練  

①自治体内で行っている 0  1 5.9% 
②福祉避難所や関係機関と連携して行
っている 

0  1 5.9% 

③今後、行う予定がある 1 5.9% 0 0.0% 
④未定 13 76.5% 12 70.6% 
⑤行う予定はない 2 11.8% 2 11.8% 
⑥その他 0 0.0% 0  

 

福祉避難所となる施設の支援体制での課題について一番多く選択されたものは、「災害

時の支援員の確保」で 9件（52.9％）であった。次に、「該当の福祉避難所となる施設と

の連携」が 8件（47.1％）、「関連団体との連携」が 5 件（29.4％）であった。選択肢以

外のその他には、「受け入れ人数が制限されること」や「福祉避難所の対応職員数と受入

人数及び利用料負担」とするとあった。 
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図５．福祉避難所となる施設の支援体制での課題 

 

 最後の自由記述欄では福祉避難所の締結・運営に関する意見として、要支援者数に対し

て福祉避難所の収容能力が小さい事や、締結されていても受入人数が確約されていないと

いう受入準備に関する課題が挙げられた。また、一般の避難希望者・直接避難希望者への

対応、人員確保や一般避難所から福祉避難所への移動手段がないといった受け入れ時の運

営を想定した課題もあげられた。 

表６．福祉避難所の締結、運営などについての質問や意見 

避難先でのケアが必要な要支援者数に対して、福祉避難所の収容力があまりにも小さい

状況。解決策を見いだせていない。 

関係団体との協力。人員確保や一般避難所から福祉避難所への移動手段がない。 

直接非難の要望が多いが、どう対応していいのか手段がわからない。 

福祉避難所を避難所レベルでの利用を希望する人への対応をどうするのか（例：家は危

険ではないが、一時避難や一泊避難を希望するなど） 

協定の締結があっても、避難者の受入について、人数等確保されている状況ではなく、

都度対応の可否について確認、交渉する必要がある。 
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２．施設に対する調査 
対象施設の概要 

福祉避難所とされる施設は、広島県内の自治体 23 件のウェブサイトの内、福祉避難所

として名称が記載されていた施設 239 件であり、地域別の送付先数の内訳は、広島市に所

在地があるものが 102 件、10 万人以上の都市はで 23 件、10 万人未満の都市は 93 件、町

は 21 件の合計 239 件であった。また、施設分類別の送付先は高齢者施設 172 件

（72.0％）、障害者施設 46 件（19.2％）が障害者施設であった（図６参照）。送付した

239 件のうち、回収されたアンケートは 74 件、回収率は 31.0％であった（表６参照）。 

 

図６．施設分類 

          表６．施設種類別の送付件数と回収数 

送付先 送付数 回収数 回収率 
１）高齢者施設 172 52 30.2% 
２）障害者施設 46 15 32.6% 
３）児童福祉施設 2 2 100.0% 
４）その他社会福祉施設 3 1 33.3% 
５）特別支援学校 1 1 100.0% 
６）小中学校・高校 1 0 0.0% 
７）公民館 0 0 0.0% 
８）公的宿泊施設 0 0 0.0% 

高齢者施
設, 172, 
72.0%

障害者施
設, 46, 19%

児童福祉施設, 
2, 1%

その他社会福祉…

特別支援学… 小中学校・…

その他, 14, 6%
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９）その他 14 3 21.4% 
合計 239 74 31.0% 

 

回収された施設の所在地は、広島市が 29 件（39.2％）、10 万人以下の都市が 34 件

（45.9％）で（図７参照）。 

 

 

図７． 施設所在地別の回収数（n=74) 
 

 

2-1．福祉避難所開設の受入れ準備について 
受入を想定する要支援者の区分については高齢者が一番多く 59 件（79.7％）、次に障害

者が 35 件（47.3％）であった（図 7 参照）。これは多くの施設が、それぞれの施設分類

に対応した要支援者を受入れる想定しており、調査の対象とした福祉避難所を施設分類す

ると約 7割が高齢者施設、2割が障害者施設であったことによるものと思われる（図８参

照）。 

広島市, 29, 
39.2%

人口10万人以上
の都市, 4, 5.4%

人口10万
人未満の
都市, 34, 

45.9%

町 , 5, 6.8%

無記名 , 2, 2.7%
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図 8．想定する要支援者 

 

福祉避難所に受け入れる対象として、要支援者のみとしたのは 13 件（17.6％）、要支援

者の家族又は付添も含めるとしたのは 35 件（47.3％）であり、近隣住民の一時避難者も想

定していたのは 11 件（14.9％）であった（図 9参照）。 

 

図 9．要支援者以外に受入を想定しているかどうか 

 

福祉避難所として利用するスペースで多かったのが「共有スペース」41 件（55.4％）と

「会議室」26 件（35.1％）であり、「個室」が 12 件（16.2％）選択された。その他の項
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4

11

35

13

0 5 10 15 20 25 30 35 40

４．その他

３．近隣住民の一般避難者

２．要支援者の家族、付添

１．要支援者のみ
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目の中には、高齢者施設の「地域交流スペース」「デイケア室」も挙げられていた（図 10

参照）。 

 

図 10．福祉避難所として利用するスペース（（複数回答可） 

 

 表７は福祉避難用の備蓄物資、水、食料についての回答を示している。物資の備蓄につ

いては、38 件（52.1％）が「ある」、14 件（19.2％）が「ない」と選択した。具体的にあ

るものとして、大人用おむつ、子ども用おむつ、布団、毛布、タオル、マスク等が挙げら

れた。「ない」理由としては、受入対象者に何が必要かわからない、予算が無い、置き場

所が無い等の理由があげられた。水の備蓄については 29 件（39.2％）が「ある」と回答

し、想定人数の 3日分又は 5日分を備蓄している施設もあった。「ない」と回答したのは

22 件（29.7％）であり、理由としては予算がない、入居者用の備蓄しかないという回答が

あった。福祉避難所用の食料の備蓄は 26 件（35.1％）が「ある」、22 件（29.7％）が

「ない」と回答し、ない理由については水の備蓄と同様であった。また、物資や水・食料

の備蓄については、災害時に市町に要請することとなっていると選択したのは物資が 16

件（21.9％）、水は 17 件（23.0％）、食料は 20 件（27.0％）であった。 
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表７．福祉避難所用の備蓄物質について 

  ある ない 災害時に要請 その他 

福祉避難所用の備蓄物資 38 52.1% 14 19.2% 16 21.9% 5 6.8% 
福祉避難所用の水 29 39.2% 22 29.7% 17 23.0% 6 8.1% 
福祉避難所用の食料 26 35.1% 22 29.7% 20 27.0% 6 8.1% 

 

災害時に要支援者を受入れし、被災状況や援助物資などの情報を提供する際に、視覚・

聴覚などへの配慮が必要な方を想定して、伝達手段を用意しているかどうかという問いに

対しては、掲示板 31 件（41.9％）が手書き文字 13件（17.6％）、「音声」と「わかりや

すい短い言葉、文字、絵や写真の提示」が同数で 10 件（13.5％）であった。また、いずれ

の手段も用意していないは 26 件（35.1％）であり、理由として「想定していない」、「受

入は付き添いが前提であるため」、「職員が直接対応する」、「必要になれば、用紙やホ

ワイトボードを用意」、「ホワイトボードなどはあるが、視覚障害の方（への用意してい

ない）」等の回答であった。その他 4件の中には「その時、その方に合わせて検討」、

「臨機応変に対応」、「プロジェクターに映す」というという回答があった。 

 

図 11. 被害状況等の情報提供の手段（複数回答可） 
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2-2．福祉避難所の運営に関する準備について 
 施設の利用に関して、自治体との協定で締結内容はどのようなものであるかという問い

に対しては、「費用に関する協定」38 件（52.8％）と「物資・機材の提供に関する協定」

が 34 件（47.2％）となった。また、「特に締結していない」という回答も 12 件

（16.7％）あった（図 12参照） 

 

 

図 12．自治体との協定内容（複数回答可） 

災害時に連携する予定となっている団体については、「病院・診療所」26件

（36.1％）、「社会福祉施設」27 件（37.5％）、「支援団体」10件（13.9％）が選択され

た。また、その他 19 件（26.4％）の具体例として「地域消防団」、「地域町内会」、「自

主防災会」、「ひろしまさっそくネット」「系列やグループ法人が運営する施設」「社会

福祉協議会」、「地域住民」「地域の同業者」等、様々な回答があげられた（図１３参

照）。 
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    図 13．災害時に連携予定の団体（複数回答可） 

 

生活相談員の配置が決められているかどうかの問いに対しては、30 件（41.7％）が「配

置することとしていない」と回答した。配置することとしていない理由としては「検討し

ていない」「人員の確保が難しい」「避難所運営のマニュアル等がない」といった配置で

きない理由の回答と、「対象者の相談支援専門員に任せる」「常勤の職員で対応」といっ

た現状で対応を決めている回答があった。その他 13 件（18.1％）の回答においても、「受

入人数が不明」「市から言われていない」といった対応を決めていない回答と、「配置人

数は具体的に決めていないが、対応できる体制を整備」「可能な範囲で当直者を配置し、

出来ない時は市が対応予定」「行政側が用意」「管理者が兼務する予定」といった配置を

想定した回答があった。 

    表８．災害時の生活相談員の配置 

１．要支援者 10人に対して 1人の生活相談員の配置 8 11.1% 
２．配置は決めているが 10人に一人は確保できない 14 19.4% 
３．配置することとしていない 30 41.7% 
４．その他 13 18.1% 

 

災害時の管理・運営について職員向けマニュアルの作成については、「作成している」

が 28 件（38.9％）、「今後作成予定」が 21 件（29.2％）であったが、「作成していない

（今後も予定なし）」が 16 件（22.2％）であった。 
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表９．災害時の管理・運営について職員向けマニュアルの作成 

１．作成している 28 38.9% 
２．今後作成予定 21 29.2% 
３．作成していない（今後も予定なし） 16 22.2% 
４．その他 5 6.9% 

 

福祉訓練所の運営に関する研修と訓練について、訓練や研修を行っているのは全体の 4

割弱であり、「どちらも行っていない」のが 49 件（66.2％）と多数であった。 

 

表 10．施設内での職員対象の訓練や研修について 

1．訓練を行っている 10 13.9% 
2．研修を行っている 4 5.6% 
3．訓練と研修を行っている 10 13.9% 
４．どちらも行っていない 49 66.2% 

 

訓練や研修を実施していると回答した施設 24 件の内、訓練や研修に参加するのは「基

本的に職員全員参加」であるとしたのが 15 件（62.5％）、「運営の担当するスタッフが参

加」が 6件（25.0％）、「一部の幹部又は正職員が参加」が 2件（8.3％）であった。 

 訓練や研修の頻度に関しては、「半年に 1 回以上」と「半年に一回程度」が同数でそれ

ぞれ 10 件（41.7％）、「「1-2年に 1回程度」が 3 件（12.5％）であった。 

研修に含まれる内容は、「運営事務」に関するものが一番多く 11 件（45.8％）、次に

「開設要請」と「物資調達」が同数で 8 件（33.3％）、「人材確保・調整」は 4 件

（16.7％）であった。 
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2-3．要支援者の個別計画について 
事前に災害支援の個別計画があることで、状況把握ができ受け入れがしやすいことが予

想されるため、個別計画に関して施設での考え方についての設問も設定した。一番多かっ

た回答は「行政と施設とコーディネーター（ケアマネージャー等）と当事者家族が一緒に

作成するのがよい」で 34件（45.9％）、次に「行政主導で進めるのがよい」が 27 件

（36.5％）という結果となった。 

表 11．個別計画についての考え方 

1．行政主導で進めるのがよい 27 36.5% 
2．行政と施設とコーディネーターと当事者家族が一緒 34 45.9% 
3．施設とコーディネーターに任せて良い 3 4.1% 
4．当事者家族からの申請の形がより 3 4.1% 
5．その他 3 4.1% 

 

 

2-4．福祉避難所を運営する際の課題について 
 最後に、福祉避難所を運営する際の課題についてのご意見・提案等について自由回答を

求めたところ、実際に被災した際の経験に基づく課題や、行政側に対する要望等の様々な

意見が寄せられた。（表 12 及び表１３参照） 

 

表１２．福祉避難所を運営する際の課題（抜粋） 

 災害時に障がいのある子どもとその家族を受入れたが、施設・自治体とも業務に追
われ、避難所の開設要請が出せなかった。 
平常時から福祉避難所でないと受入れが難しい方を把握し、服薬中の方は 3 日分の
定時薬の確保が課題。 

 あくまでも、一時的な避難場所として準備している。基本は長期的な避難場所、施
設を行政が設置運営することが必要。それまでの臨時的場所の提供としての役割を
超えられないと思っている。 
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 夕方～夜にかけて避難される方が多く、施設としても人手が手薄になっている時間
の受入は課題がある。また、要支援者をご家族が連れて来て一人置いて帰られ、ご
家族と連絡がつかなくなったり、避難要請の連絡があった方が連絡なしのキャンセ
ル等、個人のモラルの問題とは思いますが、受け入れの度に検討課題が見つかる。 

 行政側から福祉避難所に関する担当者や必要物資は用意されるとなっているが、災
害発生時の初期の段階で、機能するか疑問である。入居者用の非常食や水は備蓄し
ているが、それらも使用しなければならないかもしれない。 

 新型コロナ感染防止との受入れの両立が可能かどうか？まだ受け入れたことがない
為、よくわからないが、災害時は受入れを優先することになるので、それでも密と
ならないように提供スペースを増やす必要があると思われる。 

 職員不足により避難所に特別に職員を配置することはできない。また、予算がなく
備蓄を用意することも困難である。品所として場所を用意することが精一杯であ
る。 

 災害時における自家発電設備の整備 

 小規模多機能型居宅介護と、サービス付き高齢者向け住宅の為、共有スペースもあ
まり広くない為、災害時の受入は現在の感染症対策も考慮するとかなり難しいと感
じています。 

 

表１３．行政に対する要望・意見等（抜粋） 

 人員的にギリギリであり、入所者の支援で手一杯と想像する。避難所としてどこま
で必要な業務が生じるか知りたい。 

 少人数での受入しかできない施設が多数点在すると想像するが、それらのネットワ
ークとサポートについて行政側から情報提供があるとイメージしやすくなる。 

 行政からは、在宅高齢者（要支援者）等の保護を机上の数字（人数）で言われる事
が多いが、「疾患、状態、体質等」の本人の個別情報について検討しないと、受け
入れ時に事故が起こることを認識して欲しい。 

 定期的に行政管轄のもと、指導に来ていただけると安心。 
 第二避難施設となっており、行政などと会議を始めたばかりで、これからどのよう

にしていくか、明確にしていきたい。 
 数年前の災害時に自治体側から話があり、複数の福祉避難所対象施設が集まった

が、施設ごとの温度差があり、今災害が起きても受入が難しい。自治体がリーダー
シップをとるか、施設の連絡会を作るなどしないと前に進まない。 
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 市と協定を締結しても、具体的な事案の協議が進んでおらず、災害が起きてもスペ
ース確保・人員の準備ができておらず不安である。 

 協定締結後に当施設が土砂災害警戒区域に指定され、福祉避難所として機能し得る
のか否か、行政からは何の連絡もなく疑問に思う。ハード面は協力できるが、福祉
避難所として万全の体制が必要なら、ソフト面は行政が対応するべきと思う。 

 当施設が福祉避難所であることを掲示等で地域住民に伝えないよう自治体から説明
があったが、きちんと説明することが良いのではないかと悩んでいる。大規模災害
となった場合は要支援者以外も受入を想定し、避難所がスムーズに立ち上がるよう
事前準備をしたい。 

 

 

【考察】 
フェーズ１のアンケート調査では、行政側と施設側（指定福祉避難所）、双方からの理解

と意見を調査した。アンケートの質問において、双方の立場をふまえた指定福祉避難所の

開設準備に関する質問項目で共通するものは以下の項目であり、この項目に沿って双方か

らの考察を行う。 

１．福祉避難所への受け入れ対象 

２．対象地域における要支援者の把握 

３．福祉避難所の開設に関する課題 

４．行政と施設の連携 

５．福祉避難所開設のための訓練や研修 

 

１．福祉避難所への受け入れ対象 
行政側からの福祉避難所に関しての理解で、重点的に取り組む必要のある要支援者は、多

くの自治体で障碍者、続いて要介護認定３または、4以上の対象者を挙げている（図

１）。これに対して、施設側の理解としては、受け入れ想定の対象者は、高齢者、障碍者
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に引き続き妊産婦や乳幼児、外国人、近隣住民の一時避難も想定している施設もあった。

行政側がアンケートで選択できる対象者に制限があったものの、この結果から、双方とも

に、受け入れの対象者の想定に幅があることが分かった。 

 

２．対象地域における要支援者の把握 
広島県内においての要支援者の把握に関しては、おおよそできている（「十分」または

「やや不十分」）と判断できる行政と、まだ準備が必要な状況であると判断できる（「ど

ちらともいえない」、「やや不十分」、「不十分」）行政との回答の割合が、ほぼ同様で

あった。このことから、自治体によって要支援者の把握に温度差があることがうかがわれ

た。施設側からのアンケートでは、実際に受け入れる際の要支援者の把握についての意見

が詳細に見られた。例えば、「平時から福祉避難所でないと受け入れが難しい方の把握の

必要性」、また、「行政からの要支援者の情報が人数でしかなく、実際の疾患や、支援者

の状態、体質などの支援者自身の情報にかけるため、実際に受け入れをする際に安全を守

るために、情報の共有をどの時点で行うのかが疑問として問われる」があり、事前の情報

共有をどこまで行うのかが今後解決が必要な項目であろうことがうかがわれた。 

 

要支援者名簿の作成に関しては、アンケートに回答した自治体すべてが作成をしているな

か、その作成を困難にしている原因として、「地域コミュニティーや関係機関との連携が

困難」「個別情報との兼ね合い」、などを挙げている自治体があり、実際の受け入れ施設

がコメントを出している「支援者数だけ」の情報が、災害時にどのような影響を、受け入

れ施設とともに、本当に支援が必要な住民にどのような影響が出るかを、地域防災に関わ

る関係機関がともに解決策を考えてゆく必要があろう。 

 

３．福祉避難所の開設に関する課題 
行政が開設に重視する条件は、スペースの確保とともに、バリアフリーであるか、災害リ

スクの低い地域であるかなど環境に関する条件が上がった。施設側からは、受け入れに使

用するスペースは、共有スペースの使用を考慮している施設が一番多く、会議室なども考
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慮に入れている。このように様々な施設内のスペースを使用するという背景には、福祉避

難所は、あくまでも一時的な避難場所として準備しており、長期的な避難場所が用意され

るまでの一時的な避難場所としての立場を示している。そのなかで、行政側からのかかわ

りがまだ進展途中にあり、協定を結んではいるが、具体的な内容はまだ決まっていない、

災害時のスペース確保、人員の準備などに不安を抱える施設もあった。また、施設の中で

も受け入れ準備に関する温度差は存在し、具体的な案を作ってゆくために、自治体との施

設の調整を連絡会などを作成し、保健・福祉部門とも協働しながら計画を進めてゆく必要

があるだろう。 

 

避難所での備蓄物資に関して、半分の施設が備蓄があると回答している反面、備蓄はな

く、災害時に要請すると答えた施設も半数であった。「ない」と答える理由には、受け入

れ対象者が明らかでないため、支援のニーズにあった物資をその都度要請していくという

施設側の姿勢がうかがわれる。水や食料に関しては、想定分の水の準備や、入居者分の備

蓄をしているという施設があるなか、予算がない、災害時の対応を行政と取り決めている

と回答した施設もあり、備蓄に関しては、行政と施設との協議の取り決めとともに、経済

施設側での経済的支援とともに、リスク管理に関する姿勢に違いがみられた結果となって

いる。 

 

４．行政と施設の連携 
関連施設との連携が取れていると回答した行政は、17 自治体中、1 自治体であり、多くの

自治体は、福祉避難所自体の運用方法の理解・確立していないなどの理由でうまく連携が

取れていないと回答している。現状では、行政からの紙面的な提携という段階であり、こ

の先具体的に進めてゆくという記載をしている施設もある反面、「協定締結後に当施設が

土砂災害警戒区域に指定され、福祉避難所として機能し得るのか否か、行政からの連絡が

ない」と回答している施設もあることから、行政側からは福祉避難所の場所、ハード面の

確保をまずは目指したということが考察されるであろう。また、行政面からの思いと施設

間との思いのすれ違いも見られる。例えば、福祉避難所であることを公表しないことに関

して、住民に説明をした方がよいという施設からの意見もあることから、今後、行政側と
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施設側、そして両者をとりまく、保健福祉関連機関との調整により、地域に住む支援者が

どのような具体的な避難計画を持つのがよいのかを、それぞれの立場を理解したうえで、

考えてゆくことの必要性が示唆される。 

 

アンケートの結果の全体像から概観できることは、福祉避難所の環境準備（ハード面）を

準備するのは、施設の責任であるが、そのソフト面（避難者の支援にあたる人材）の調整

は、行政側で行うという意見もアンケート中には存在する。また、アンケート中にもある

ように、生活相談員の配置は、41%の施設は配置は考えていないとしている。この答えの

裏には、避難所は一時的なものであるという施設の認識や、人員の余裕がない、や人員の

配置は行政が行うなど、の理由があると考えられ、この点においても今後、当該機関（行

政と受け入れ施設）だけではなく、その周辺機関（地域防災会、福祉保健関連機関）など

との連携を基に、地域での要支援者を含めた地域防災計画を発展させてゆくことも不可欠

であると考えられる。これは、個別計画の立案への回答で一番多かった、「行政と施設と

コーディネーターと当事者家族が一緒に進めてゆく」ということの裏づけにもなるであろ

う。 

 

５．福祉避難所開設のための訓練や研修 
マニュアルを作成している施設は、半数以下であるように、福祉避難所に関する開設準備

のための研修や訓練は、今後マニュアルの策定と共に、増加するものと考えられるが、こ

の実施状況は施設での防災意識とともに、地域で果たすであろう災害時の支援者受け入れ

を行う福祉避難所としての協力体制が、行政やその関連機関と共にすすめられ、その準備

が周辺機関の協働とともにあることにより、すすんでゆくのではないかと考えられる。 
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【まとめ】 
この報告書は、「広島県における福祉避難所のモデルケース構築に関する支援調査」のフ

ェーズ１の結果をまとめたものである。アンケート調査からは、行政側と施設側の思い

や、福祉避難所に対する理解とともに、疑問などが報告された。令和３年 5 月には、福祉

避難所の確保・運営ガイドラインが改正された。改正内容は、直接地域から福祉避難所へ

の避難行動が可能となったこと、また指定避難所内に福祉避難スペースを設置することに

伴い、地域防災においては、さらなる「誰も取り残さない」防災をどのように地域ぐるみ

で実施できるか、そして福祉避難所の指定となった施設にとっては、対象地域にはどのよ

うな想定で支援者の受け入れを行えばよいのか、といった具体的な対策が同時に関係機関

と共に進められてゆくことが望まれるのではないだろうか。 

 

＊このプロジェクトは、2020 年度ユニベール財団の研究助成を受けて実施しています。 
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